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メッセージ

皆さまには、平素から郵便局、郵便貯金をご利用いただき、誠にありがとうございます。

本ディスクロージャー誌では、平成１５年度（２００３年度）の郵便貯金の業績、１６年度（２００４年度）に

おける課題への取組などについてご紹介いたします。本書を通じまして、皆さまの郵便局、郵便貯金

に対するご理解を深めていただければ幸いです。

２００３年度の統括

郵政公社この１年を振り返って

郵政公社はこの１年間、経営理念と３つの経営ビジョンを打ち出し、２年間の行動計画「アクション

プラン」を策定して、「意識と文化の改革」を含め抜本的な改革、「創造」に取り組んでまいりました。

これにより、経営体制が強化され、経営の透明性が高まり、仕事のスタイルも従来に比べ変わって

まいりました。そして、こうした取組の結果として初年度決算も一定の評価がいただけるものになり、公

社１年目は一歩前進した年であったと思います。

公社初の郵便貯金決算

平成１５年度の郵便貯金は、「お客さま満足の高いリテールサービスの提供」を旗印に、“お客さまに

とって一番身近で利用したい金融機関”になることを目指し、「真っ向サービス」の精神で日々の業務

に取り組んでまいりました。

営業面では、ＡＬＭ（資産負債の総合管理）の観点から計画的な営業推進を行った結果、年度末残

高は２２７.４兆円（前年度比５.８兆円減）となりました。運用面では、国内債券を中心に安全・確実な資

金運用に努めました。また、営業経費（人件費・物件費等）については、システム関係経費の抑制など

により、大幅なコスト削減に努めました。

こうした取組による郵政公社初年度の決算ですが、郵便貯金の場合、長期の債券中心の運用であ

ることから、金利動向に大きな波乱がなかった平成１５年度は、資金収支（資金運用収益－資金調達

費用）において、ほぼ見込みどおりの約１.１兆円の利益を計上することができました。これに加えて、金

銭信託の運用益約１.２兆円を上乗せすることができましたが、これは、株価の上昇など金融環境が好

転した結果であり、中長期的な視点から評価をすべきものであると考えております。

２００４年度の取組

金融総本部の立ち上げ／ファミリーバンク構想

郵便貯金、簡易保険は、個人のご家庭がお客さまであり、元々ファミリーバンク的な機能を果たし

ておりますが、改めて、ご家庭の立場から見て、郵貯・簡保・その他の商品を含めて郵便局の金融

サービスはどうあるべきか、ファミリーバンクという郵貯・簡保の原点に立ち返って構想してみたいと思

います。



そして、このファミリーバンク構想を推進していくために、本社では、本年４月から、郵便貯金事業本

部と簡易保険事業本部を統括する「金融総本部」を立ち上げ、郵貯と簡保がシナジー効果を発揮し

ながら、金融サービスを充実させていく体制を整えたところです。

こうした体制の下、ご家庭の金融ニーズを研究し、お客さまに喜んでいただけるサービスの提供に

努めてまいりたいと思います。

アクションプランの完遂

アクションプランは、経営ビジョンを具体化し、今後４年間の中期経営目標を確実に達成するため、

１５、１６年度の２年間の行動計画として策定したものです。１５年度の実績・評価をもとに、見直しを

行ったところですが、本年度、このアクションプランを達成できるか否かが公社の将来にとって極めて

大きな意味を持つものであり、アクションプランの完遂に向けて、職員一丸となって取り組んでまいり

ます。

ＣＳ活動の推進

ＣＳ（お客さま満足）活動は、公社が取り組むべき大変重要な課題です。変化の激しい時期にあって、

お客さまが何を求めておられるのかをフロントライン（郵便局）の職員がきちんと感じ取り、それを本社

や支社がしっかり受け止めて、日々のサービスに生かして参りたいと思います。そのための体制の整備

を図ってまいります。また、１５年度に実施した顧客満足度調査を更に充実させて、サービス水準のレ

ベルアップに努めてまいりたいと思います。

終わりに

郵便貯金は、今後とも、お客さまからお預かりしました資金の安全・確実な運用に努め、リスク管理

やＡＬＭなどをしっかり行うとともに、一層の経費削減やＪＰＳ（「トヨタ生産方式」を応用した日本郵政公

社の業務改善手法）導入による生産性向上、手数料の増収に積極的に取り組むことにより、健全経

営の確保に力を注いでまいりたいと思います。また、ファミリーバンク機能を発揮して、地域のお客さ

まにご満足いただけるサービスの提供に努めてまいりますので、一層のご支援、ご愛顧を賜りますよ

うお願い申し上げます。

平成１６年９月

日本郵政公社　金融総本部

郵便貯金事業本部長 斎尾　親徳



本冊子内の表中の数値及びパーセント表示は、端数処理により合計数字が合わない場合があります。
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